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介護老人福祉施設  さがみ湖桂寿苑  

介護老人福祉施設運営規程  

 

第１章  施設の目的及び運営の方針  

 

（事業の目的）  

第１条  社会福祉法人「仁正会」が開設する介護老人福祉施設さがみ湖桂寿苑（以下「事業所」と

いう。）が行う介護老人福祉施設サービス（以下「サービス」という。）の適正な運営を確

保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、施設の管理者や職員が、要介護状態に

ある利用者に対し、適切なサービスを提供することを目的とする。  

 

（運営の方針）  

第２条  個別介護計画に基づき、可能な限り、居宅での生活への復帰を念頭に置いて、入浴・排泄

・食事等の介護、相談・援助・社会生活上の便宜の供与、その他の日常生活上の援助、機能

訓練、健康管理及び療養上の援助を行う。そのことにより入居者がその有する能力に応じ、

自立した日常生活を営むことができるよう努める。  

２  入居者の意思及び人格を尊重し、常に入居者の立場にたってサービスを提供するよう努め

る。  

３  小規模な生活単位の中で行う「ユニットケア」による明るく家庭的な雰囲気の下、地域や

家庭との結びつきを重視した経営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業

者、保健・医療・福祉サービスの提供者等との密接な連携に努める。  

 

（事業所の名称等）  

第３条  事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。  

（１）  名  称   介護老人福祉施設  さがみ湖桂寿苑  

（２）  所在地   神奈川県相模原市緑区寸沢嵐字鼠坂北３３３１番地  

 

 

第２章  職員の職種、員数及び職務の内容等  

 

（職員の職種、員数及び職務内容）  

第４条  事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。  

（１）  施設長（管理者）  １人  

常勤にて専ら施設の職務に従事し、事業所職員の管理、業務の実施状況の把握、その

他の管理を一元的に行う。また、職員に必要な指揮命令を行う。  

（２）医  師       １人（非常勤）  

入居者に対して、健康管理及び療養上の指導を行う。  

（３）生活相談員         １人  

入居者の生活相談、処遇の企画や実施等を行う。  

（４）介護支援専門員     １人  

個別介護計画の作成・実践・評価等を行う。   

（５）看護職員        ２人  

入居者の保健衛生並びに看護業務等を行う。  

（６）介護職員       常勤１４人･非常勤１５人  

入居者の日常生活全般にわたる介護業務等を行う。  
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（７）機能訓練指導員     １人（兼務）  

日常生活を営むのに必要な機能を改善し、またはその減退を防止するための訓練を行う。 

（８）管理栄養士      １人  

入居者に対する栄養管理等を行う。  

（９）事務職員           ２人  

必要な事務、経理等を行う。  

２  前項に定めるもののほか、必要に応じてその他の職員を置くことができる。  

３  事業所に勤務する職員は、職務に応じた別表１に記載する各会議に参加しなければならな

い。  

 

（研修）  

第５条  事業所内に勤務する職員は業務運営会議において決定された施設内研修計画に添い、担当

者委員会又は担当部署等が中心になり月１回以上の研修を実施する。  

  ２  研修は法定研修、業務継続計画（ＢＣＰ）訓練、介護技術向上等の３部門に分け、該当す

る職員の出席を求めるものとする。  

 

 

第３章  入   居  定  員  

 

（入居定員）                                                                        

第６条  事業所の入居定員は、５ユニット、５０名とする。  

ユニット名  森林   定員１０名  

〃    泉    定員１０名  

〃    光    定員１０名  

〃    空    定員１０名  

〃    四季   定員１０名  

 

（定員の遵守）  

第７条   災害等やむを得ない場合を除き、入居定員及び居室の定員を超えて入居させない。  

 

 

第４章   入居者に対するサービス内容及び利用料その他費用の額  

 

（内容及び手続きの説明及び同意）  

第８条  事業所は、入居予定者のサービス提供の開始に際して、入居予定者または身元保証人に対

して、当事業所の重要事項を記した文書を交付して説明を行い、同意を得る。  

２  入居申込者の心身の状況、病歴等の把握に努める。  

３  入居申込者が入院治療を必要とする場合や、入居申込者に対して適切な便宜 を供与するこ

とが困難な場合には、適切な医療機関や介護老人保健施設を紹介する等の措置を速やかに講

じる。  

 

（入退居）  

第９条  心身に著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ居宅において常時の介護を受

けることが困難な者に対してサービスを提供する。  
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２  正当な理由なくサービスの提供を拒否しない。  

３  入居申込者の心身の状況、置かれている環境等に照らし、入居申込者が居宅で日常生活を

営むことができるか否かを検討する。検討にあたっては、相模原市特別養護老人ホーム入退

所指針に基づく、さがみ湖桂寿苑入退居規程に定める入退居検討委員会において協議する。 

４  居宅での日常生活が可能と認められる入居者に対して、本人及び身元保証人の要望、退居

後に置かれる環境等を勘案し、円滑な退居のための援助を行う。  

５  入居者の退居に際して、居宅介護支援事業者に対する情報の提供や、保険・医療・福祉サー

ビスの提供者等との密接な連携に努める。  

 

（要介護認定の申請に係る援助）  

第 10条  入居の際に要介護認定を受けていない入居申込者について、要介護認定の申請が既に行わ

れているか否かを確認する。申請が行われていない場合は、入居申込者の意思を踏まえ、速

やかに申請が行えるよう援助する。  

 

（施設サービスの計画の作成）  

第 11条  事業所の管理者は、介護支援専門員に、施設サービス計画の作成に関する業務を担当させ

る。  

２  施設サービス計画の作成を担当する介護支援専門員（以下「計画担当介護支援専門員」と

いう）は、入居者の能力、置かれている環境等の評価を通じて問題点を明らかにし、入居者

の自立を支援する上での課題を把握する。  

３  計画担当介護支援専門員は、入居者及び身元保証人の希望、把握した課題に基づき、施設

サービス計画の原案を作成する。原案は、他の職員と協議の上作成し、サービスの目標とそ

の達成時期、サービスの内容、サービス提供の上で留意すべき事項等を記載する。  

４  計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の原案について入居者及び身元保証人に説

明し、同意を得る。  

５   計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後においても、他の職員との連携を

継続的に行い、施設サービス計画の実施状況を把握する。また、必要に応じて施設サービス

計画の変更を行う。  

 

（サービスの取扱方針）  

第 12条  入居者の心身の状況に応じて、適切な処遇を行う。  

２  サービスの提供は、施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配

慮して行う。  

３   職員は、サービスの提供に当たって、入居者またはその身元保証人に対して、必要事項を

わかりやすく説明する。  

４  サービスの質の評価を行い、常にその改善を図る。  

 

（身体的拘束）  

第 13条  入居者本人または他の入居者等の生命・身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き

（車椅子やベッドに胴や四肢を縛る・上肢を縛る・ミトン型の手袋をつける・腰ベルトや Ｙ

字型抑制帯をつける・介護衣（つなぎ）を着せる・車椅子テーブルをつける・ベッド柵を 4

本つける・居室の外から鍵をかける・向精神薬を過度に使用する等の方法による）身体的拘

束を行わない。  

２「身体的拘束」を行う場合の手続き 

    緊急やむを得ない状況が発生し、「身体的拘束」を行う場合は以下の手続きにより行う。 
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①  第一に他の代替策を検討する。 

②  実施にあたっては、必要最小限の方法、時間、期間、実施方法の適正、安全性，経過確認の方法につい 

 て検討を行う。 

③   事前もしくは事後すみやかに施設長の判断を仰ぐ。 

④   事前もしくは事後すみやかに家族等に連絡する。 

⑤   事前もしくは事後すみやかに、施設長・生活相談員・介護支援専門員・看護師・介護職員・管理栄養士

・事務員・医師・家族等の参加する緊急カンファレンスを開催し、「身体的拘束」の理由，治療及び対応方 

針を確認し、ケアプランを作成する。 

⑥   実施にあたっては，別紙４のとおり検討事項の内容･拘束等の内容･方法･場所･実施開始時間･実施終了時、 

カンファレンスの内容等の記録を作成する。 

 

（介  護）  

第 14条  介護は、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自立的な日常生活を営む

ことを支援するよう、入居者の心身の状況等に応じ、適切な技術をもって行う。  

２  入居者の日常生活における家事を、入居者が、その心身の状況等に応じて、それぞれの役

割を持って行うよう適切に支援する。  

３  入居者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むことができるよう、適切な方 法

により、入居者に入浴の機会を提供する。但し、やむを得ない場合には、清拭を行うことを

もって入浴の機会に代えることができる。  

（２）健康管理上若しくは入居者の意思で中止することもできる。  

４  入居者の心身の状況に応じて、適切な方法により、排泄の自立について必要な支援を行う。 

５  おむつを使用せざるを得ない入居者については、排泄の自立を図りつつ、そのおむつを 適

切に取り替える。  

６  入居者が行う離床、着替え、整容等の日常生活上の行為を適切に支援する。  

７  昼間についてはユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置する。夜間及び深夜に

ついては２ユニットごとに１人以上の介護職員を配置する。 

８  入居者の負担により、事業所の従業者以外の者による介護を受けさせない。  

９  入居者の口腔の健康の保持を図り、自立支援や重度化防止を推進する観点から、口腔衛生

の管理体制を整備し、入居者ごとの状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行う。  

 

（食  事）  

第 15条  食事の提供にあたっては、食品の種類及び調理方法について常に工夫し、栄養並びに入居

者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を適切な範囲・時間に提供する。  

２  事業所は入居者が可能な限り離床を促し、食堂で食事を摂ることを支援し、食堂で食事を

摂ることができない入居者については、居室等に配膳し、必要な食事補助を行う。  

 

（相談及び援助）  

第 16条  入居者またはその身元保証人に対して、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言そ

の他の援助を行う。  

 

（社会生活上の便宜の供与等）  

第 17条  入居者の嗜好に応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会を提供するとともに、入居者

が自立的に行うこれらの活動を支援する。  

２  入居者が日常生活を営む上で必要な行政機関等に対する手続きについて、入居者又はその

身元保証人が行うことが困難である場合は、その者の同意を得て代行する。  
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３  常に入居者の身元保証人と連携を図るとともに、入居者とその身元保証人との交流等の機

会を確保するよう努める。  

４  入居者の外出及び外泊の機会を確保するよう努める。  

 

（機能訓練）  

第 18条  入居者の心身の状況等に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を維持し、または回復す

るための訓練を行う。  

 

（健康管理）  

第 19条  事業所の医師または看護職員は、必要に応じて健康保持のための適切な措置を講ずる。  

 

（入居者の入院期間中の取扱）  

第 20条  入居者が医療機関に入院する必要が生じた場合、２ヶ月以内の退院が明らかに見込まれる

場合には、本人及び身元保証人の希望等を勘案して、必要に応じて適切な便宜を供与すると

ともに、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び施設に円滑に入居できるようにす

る。  

 

（利用料等の受領）  

第 21条  サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当

該サービスが法定代理受領サービスである時は、その１割～３割とする。  

２  法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した場合に、入居者から支払いを受け

る利用料の額と、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額との間に、不合理な差

額が生じないようにする。  

３  前２項のほか、次に掲げる費用を徴収する。尚、料金及び支払方法等については 別紙１・

２・３のとおりとする。  

（１）日常生活費のうち、入居者が負担することが適当と認められるもの。  

（２）その他  

４  サービスの提供にあたって、入居者またはその身元保証人に対して、サービスの内容・費

用について説明し、入居者又はその身元引受人の同意を得る。  

 

（保険給付の請求のための証明書の交付）  

第 22条  法定代理受領サービスに該当しないサービスの費用の支払いを受けた場合には、サービス

の内容、費用の額その他必要事項を記載した利用料明細書を入居者又は身元保証人に交付す

る。  

 

 

第５章   施設の利用にあたっての留意事項  

 

（入居者の心得）                                                                   

第 23条  入居者は、共同生活の秩序を保ち、相互の親睦を図る。  

 

（外出及び外泊）  

第 24条  入居者が外出・外泊を希望する場合には、所定の手続きにより管理者に届け出る。  

 

（健康保持）                                                                     
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第 25条  入居者は健康に留意するものとし、事業所で行う健康診断等は、特別な理由がない限り受

診する。  

 

（衛生保持）  

第 26条  入居者は、事業所の清潔、整頓、その他環境衛生の保持のために施設に協力する。  

 

（禁止行為）  

第 27条  入居者は、事業所内で次の行為をしてはならない。  

（１）宗教や信条の相違などで他人を攻撃し、または自己の利益のために他人の自由を  

 侵すこと。  

（２）けんか、口論、泥酔などで他の入居者等に迷惑を及ぼすこと。  

（３）施設の秩序、風紀を乱し、安全衛生を害すること。  

（４）故意に施設若しくは物品に損害を与え、またはこれを持ち出すこと。  

 

 

第６章  緊急時等における対応方法  

 

（緊急時等の対応方法）  

第 28条  職員は、サービスの提供中に、入居者の病状に急変が生じた場合その他必要な場合は、速

やかに配置医又はあらかじめ定めた協力医療機関への連絡を行う等、必要な措置を講じなけ

ればならない。  

２  前項の規定に基づき配置医への連絡等を行った場合は、その経過を看護記録、介護記録等

に速やかに記録しなければならない。  

３  入居者の病状の急変等に伴い、入居者の家族等への連絡が必要と認められる場合は、速や

かに連絡を行わなければならない。  

４  サービスの提供中に、事故、災害その他緊急事態が発生した場合は、速やかに管理者に報

告するとともに、事業所の定める「事故発生の防止及び発生時対応の指針」に基づき、適切

な措置を講じなければならない。  

 

 

第７章   非常災害対策  

 

（非常災害対策及び業務継続計画の策定）  

第 29条  事業所は、非常災害に備えるため、消防法等の規定に基づく消防計画等を策定し、定期的

に避難、救出その他必要な訓練を行う。  

２  事業所は、感染症や非常災害の発生時において、入居者に対する必要なサービスを継続的

に提供するため、及び早期の業務再開を図るための業務継続計画（ BCP）を策定し、これを

職員等に周知徹底する。  

３  事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要な訓練（シミュレーション）を実

施するものとする。  

 

 

第８章  虐待の防止のための措置に関する事項  

 

（虐待防止に関する事項）  
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第 30条  事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じる。   

（１）虐待の防止のための対策を検討する「高齢者虐待防止検討委員会」を定期的に開催す

るとともに、その結果について、職員等に周知徹底を図る。  

（２）虐待の防止のための指針を整備し定期的な見直しに努める。  

（３）職員等に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。   

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。  

  ２  事業所は、入居者に対する虐待（虐待が疑われる事案を含む）を発見した 職員等から報告

を受けた場合、又は自ら発見した場合は、速やかに市町村及び関係機関へ通報するものとす

る。  

 

 

第９章   その他施設の運営に関する重要事項  

 

（受給資格等の確認）  

第 31条  サービスの提供を求められた場合には、その被保険者証によって、被保険者資格、要介護

認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめる。  

２  前項の被保険者証に認定審査会意見が記載されている場合には、当該意見に配慮してサー

ビスを提供する。  

 

（入退居に関する市町村への通知）  

第 32条  入居者が次の各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、意見を付してその旨を市町

村に通知する。  

（１）正当な理由なしにサービス利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態の程

度を悪化させたと認められるとき。  

（２）偽り、その他の不正行為によって保険給付を受け、または受けようとしているとき。 

 

（勤務体制の確保等）  

第 33条  入居者に対して適切なサービスを提供できるよう、職員の勤務体制を定める。  

２  事業所の職員によってサービスを提供する。ただし、入居者の処遇に直接影響を及ぼさな

い業務については、この限りではない。  

３  職員の資質向上のための研修の機会を次のとおり設ける。  

（１）採用時研修    採用後３ヶ月以内  

（２）継続研修     研修計画に準じて実施  

 

（衛生管理等）  

第 34条  設備等の衛生管理に努め、または衛生上必要な措置を講ずるとともに、医療品・医療用具

の管理を適切に行う。                                                         

２  感染症の発生、蔓延を防ぐために必要な措置を講ずる。  

 

（協力病院等）  

第 35条  入院治療を必要とする入居者のために協力病院並びに協力歯科医療機関を次の通り定め

る。  

（医  科）医療法人社団悠心会  森田病院   相模原市緑区三ヶ木６２７番地  

（精神科）医療法人社団早雲会  相模湖病院  相模原市緑区寸沢嵐２８９１番地  

（歯  科）アイ・デンタル・オフィス八王子  東京都八王子市元本郷町６－１６  
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（掲   示）  

第 36条  施設内の見やすい場所に、運営規程の概要、職員配置、協力病院、協力歯科医療機関、利

用料その他のサービスの選択に資する重要事項を掲示する。  

 

（秘密保持等）  

第 37条   職員は、正当な理由なく、業務上知り得た入居者またはその身元保証人の秘密を漏らして

はならない。  

２  退職者等が正当な理由なく、業務上知り得た入居者またはその身元保証人の秘密を漏らさ

ぬよう、必要な措置を講ずる。  

３  居宅介護支援事業者等に対して、入居者に関する情報を提供する際には、あらかじめ文書

により入居者及び身元保証人の同意を得る。  

 

（居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止）  

第 38条  居宅介護支援事業者またはその従業者に対して、要介護被保険者に事業所を紹介すること

の代償として、金品その他の財産上の利益の供与はしない。  

２  居宅介護支援事業者またはその従業者から、事業所からの退居者を紹介することの代償と

して、金品その他の財産上の利益を収受しない。  

 

（苦情処理）  

第 39条  入居者からの苦情を迅速かつ適切に対応するため、苦情受付窓口を設置するなど必要な措

置を講ずる。  

２   提供するサービスに関して、市町村からの文書の提出・提示の求め、または、市町村職員

からの質問・照会に応じ、利用者からの苦情に関する調査に協力する。市町村から指導また

は助言を得た場合は、それに従い、必要な改善を行う。  

３  サービスに関する入居者からの苦情に関して、国民健康保険団体連合会の調査に協力する

とともに、国民健康保険団体連合会からの指導または助言を得た場合は、それに従い、必要

な改善を行う。  

 

（地域との連携）  

第 40条  運営にあたって、地域住民または住民の活動との連携、協力を行うなど、地域との交流に

努める。  

 

（事故発生時の対応）  

第 41条  サービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに市町村、身元保証人等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講ずる。  

２  サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。た

だし、事業所の責めに帰すべからざる事由による場合は、この限りではない。  

３  事故発生等の緊急時対応  

事業所は、入居者に対するサービス提供期間中に入居者の体調変化があった場合、身元保証

人又は緊急連絡先へ速やかに連絡し、配置医師または協力病院の指示のもと、必要な措置を

講じます。また、いずれにも連絡が取れない場合には、事業所看護職員の判断により緊急対

応を行う。  

４  サービスの提供により事故が発生した場合には、「介護保険事業者における事故発生時の

報告取扱要領」に基づき、速やかに市町村や関係機関に連絡を行うとともに、必要な措置を
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講ずる。  

 

（会計の区分）  

第 42条  サービスの事業の会計を、その他の事業の会計と区分する。  

 

（記録の整備）  

第 43条  職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備する。  

２  入居者に対するサービスの提供の諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存する。  

 

（反社会的団体の排除）  

第 44条  事業所の運営にあたっては、組織の社会的な役割を自覚し反社会的な団体等との関係を  

排除する。  

 

（その他）  

第 45条  この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は社会福祉法人「仁正会」と 事業所

の管理者との協議に基づいて定めるものとする。  

 

附   則  

この規程は、平成１７年   ４月  １日から施行する。  

この規程は、平成１７年  ９月  １日から変更する。  

この規程は、平成１８年  ４月  １日から変更する。  

この規程は、平成１８年１２月２０日から変更する。  

この規程は、平成２１年  ４月  １日から変更する。  

この規程は、平成２２年  ４月  １日から変更する。  

この規程は、平成２２年  ５月２１日から変更する。  

この規程は、平成２２年  ７月  １日から変更する。  

この規程は、平成２４年  ４月  １日から変更する。  

この規程は、平成２５年  ５月２５日から変更する。  

この規程は、平成２７年  ４月  １日から変更する。  

この規程は、平成２７年  ７月  １日から変更する。  

この規程は、平成２７年  ８月  １日から変更する。  

この規程は、平成２９年  ４月  １日から変更する。  

この規程は、平成２９年  ６月  １日から変更する。  

この規程は、平成３０年  ４月  １日から変更する。  

この規程は、平成３０年  ８月  １日から変更する。  

この規程は、令和元年  １０月  １日から変更する。  

この規程は、令和３年   ４月  １日から変更する。  

この規程は、令和３年   ８月  １日から変更する。  

この規程は、令和５年   ４月  １日から変更する。  

この規程は、令和６年   ２月  １日から変更する。  

この規程は、令和６年   ８月  １日から変更する。  

この規程は、令和７年  １１月  １日から変更する。  

この規程は、令和８年   ８月  １日から変更する。  
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別表１  

各種委員会担当委員名簿  

◎委員長  ○副委員長  

会  議  名  目       的  担当委員  開催予定日  

業務運営会議  

業務の管理運営全般及び予算の編成執行

計画の協議、決定。各種委員会の進捗管理

及び報告。  

 第１・３  

水曜日  

入退居検討委員会  

入居の必要性の高い申込者を優先的に入

居させるため、入退居決定の透明性及び公

平性を確保する。  

 

 

月１回以上  

サービス担当者会議  
各階毎の入居者のケース検討を行い、適

正な処遇を行う。  
 

 

随  時  

職員会議  

入居者の処遇、施設の運営、研修報告、

職員の福利厚生及び他職種間の意思疎通を

行う。  

 

 

第４水曜日  

ユニットリーダー会議  

各ユニットの情報交換及び問題解決を他

職 種 を 交 え て 話 し 合 い 解 決 の 手 段 を 講 じ

る。  

 

 

第２火曜日  

フロア会議  
各フロアが抱える問題をフロアでまとめ

リーダー会議に提出するまとめを行う。  
 

 

随  時  

排泄委員会  
入居者の排泄に関し適切に対応するため

調査検討を行う。  
 隔月１回  

研修委員会  
質の高いサービスを提供するため、職員

の技術・知識向上を目的とした研修を行う。 
 

 

月１回  

労働安全衛生委員会  
労働者の健康障害防止のための基本的事

項の調査・検討を行う。  
 

 

年４回  

入浴委員会  

入居者の入浴に関して適切な対応をする

ための調査及び検討を行う。また、入浴物

品の購入及び浴室内の整備・点検を実施す

る。  

 

 

 

隔月１回  

給食委員会  

給食に関する要望及び意見を交換し給食

に反映する。また検食の適正性について検

証する。  

 

 

月１回  

防火管理委員会  
消防計画・消防訓練・消防設備等につい

て点検を行い万全の対策を検証する。  
 

 

年４回  

苦情解決検討委員会  

入居者・家族及び館内利用者からの苦情

に対する解決方法を検討し職員等への周知

徹底をする。  

 

 

随  時  
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別表１  

会  議  名  目       的  担当委員  開催予定日  

事故防止対策委員会  
ヒヤリハット及び事故報告書を基に事故防

止の傾向を分析し対策を講じる。  
 

 

年４回  

感染症予防委員会  
施設内の感染防止のため季節ごとに予防策

を検討し、被害を最小限に抑える策を講じる。 
 

 

年４回  

入居者・家族懇談会  

入居者の要望及び意見を聞き施設運営の参

考とする。また、施設からの連絡事項や料金

改定等の説明・協議及び決定を行う。  

 

 

年２回  

広報等委員会  

利用希望者及びその家族等が施設のサービス

提供内容をあらかじめ把握し、施設見学及び

施設利用が容易になる案内の作成を行う。  

 

 

随  時  

褥瘡予防委員会  

栄養状態の悪化や全身衰弱等に伴う褥瘡の

予防策を検討しマニュアルの作成及び介護の

周知徹底を行う。  

 

 

年４回  

 

高齢者虐待防止検討  

委員会  

 

入居者が尊厳と保障を持って、肉体的・精

神的虐待及び拘束から解放された生活を送る

ことができるよう検討する。  

利用者の人権を尊重するとともに、日常生

活のケアの充実を図り、「拘束をしない介護」

を目指す。  

 

年４回  
 

身体拘束廃止検討  

委員会  

（身体的拘束適正化  

検討委員会）  
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別紙１ 

 

特別養護老人ホーム 

ホテルコスト負担のお願い 

（小規模生活単位型の居住費） 

 

「新型特養」に入居される場合には、従来からの介護サービスと食事にかかる利用者負担の他にホテ

ルコストという居住費等の負担をお願いします。 

 

「新型特養」とは、全室個室・ユニットケアの住環境を重視した構造をもち、個人的空間から公共的

空間までの多様な生活空間を構成し、個室の近くには他の入居者との交流ができる共用スペースを設け、

空間構成の面からも入居者の居住環境を豊にしたものです。 

 

「新型特養」では、居室を個室にすることによって、入居者は個性とプライバシーが確保された空間

を持つことができます。これは、特養の個室が実質的に「介護機能」＋「賃貸の住宅」の形態に近づい

たものです。この「自宅」部分の経費を入居者に負担して頂こうというのが、ホテルコストの負担とい

う考え方です。 

 

ホテルコストとは、個室と準個人的空間に係る建築費用、器具及び備品の購入費用、光熱水費や修繕

費用等を指しています。 

 

 

  （１）建築費用 

      居住環境に要する費用として、入居者の個人スペースに係る部分の負担 

  （２）器具・備品購入費 

      入居者の個人スペース（個室及びユニット部分）に係る器具・備品購入費の負担 

  （３）光熱水費 

      入居者の個人スペース（個室及びユニット部分）に係る部分の負担 

  （４）修繕費 

      建物及び設備の修繕又は模様替えの費用 

 

 
 

居 住 費                   ２，４２９円／日 
 

光熱水費        ４８９円／日 

合  計    ２，９１８円／日 

 

 

 

 

 

 



13 

 

別紙  ２ 

介護保険対象外サービス（自己負担） 

                          

１   行事参加費及び教養娯楽費 実    費 

２   特別な食事代金 実    費 

３   理・美容費 実    費 

４   健康管理費（予防接種等） 実    費 

５ 検体持込手数料（血液検査等）      ５００円／回 

６   私物洗濯代金（外部の業者に委託） 実    費 

７ 
日常生活費（石鹸、シャンプー、フェイスタオル、バスタオル、

おしぼり等の費用で、施設で用意するもの以外を希望される場合） 
実    費 

８   記録複写費          １０円／枚 

９   預り金出納管理費     １，０００円／月 

１０   行政事務代行手数料         ５００円／回 

１１   買い物代行手数料         ５００円／回 

１２ 

テレビ(10型から24型まで) 

テレビ(25型から) 

電気あんか 

電気毛布 

ラジオ 

タブレット 

電化製品の充電(携帯電話、電気カミソリ等) 

冷蔵庫(1リットル当たり) 

３０円／日 

４０円／日 

２７円／月 

５５円／月 

３０円／月 

３０円／月 

４円／月 

１０円／月 

 

 

 

 

１３ 

  外出・外泊時の送迎費用 ２０円／ｋｍ 

 通院送迎費(協力病院以外の場合) 

 (協力病院までの距離を差引いた距離から1ｋｍごと) 
２０円／ｋｍ 

１４ 死亡後の処置料（衣装等は別途請求致します） １０，０００円／回 

１５ 診断書料  実  費 

１６ レンタルテレビ代（電気代別） ５０円／日 

         ※ 1２の電気料において計算上端数が発生したら切り上げさせて頂きます。  
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別紙３  

  ４．（１）１日あたりの基本料金：（職員配置３：１ 地域加算４級地１単位＝１０,５４円） 

（基本単位（２）＋居住費（３）＋食費（４）） 

区  分 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 
第４段階 

 （基本単位１割） （基本単位２割） （基本単位３割） 

要介護１ １,８８６円 １,９７６円 ２,７５６円 ３,５９６円 ６,０９８円  ６,８０４円 ７,５１０円 

要介護２ １,９５９円 ２,０４９円 ２,８２９円 ３,６６９円 ６,１７１円 ６,９５０円 ７,７２９円 

要介護３ ２,０３９円 ２,１２９円 ２,９０９円 ３,７４９円 ６,２５１円 ７,１１０円 ７,９６９円 

要介護４ ２,１１３円 ２,２０３円 ２,９８３円 ３,８２３円 ６,３２５円 ７,２５８円 ８,１９１円 

要介護５ ２,１８６円 ２,２７６円 ３,０５６円 ３,８９６円 ６,３９８円 ７,４０４円 ８,４１０円 

     （２）小規模生活単位型の基本単位（１日分：地域加算４級地 １単位＝１０．５４円） 

区  分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

ユニット型個室 

 

６７０単位 ７４０単位 ８１５単位 ８８６単位 

 

９５５単位 

 
 １割負担 ７０６円 ７７９円 ８５９円 ９３３円 １,００６円 

２割負担  １,４１２円 １,５５８円 １,７１８円 １,８６６円 ２,０１２円 

３割負担 ２,１１８円 ２,３３７円 ２,５７７円 ２,７９９円 ３,０１８円 

（３）小規模生活単位型の居住費（1日分の自己負担額） 

区  分 第１段階 第２段階 第３段階 ① 第３段階 ② 第４段階 

ユニット型個室 

 

８８０円 ８８０円 １,３７０円 １,４７０円 ２,９１８円 

（４）食費(１日分の自己負担額)  

区  分 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 第４段階 

朝 食  

 

３００円 

 

 

３９０円 

 

 

６８０円 

 

 １,４２０円 

６４７円 

昼 食 ８２０円 

おやつ ２１０円 

夕 食 ７９７円 

但し、第１～３段階につきましては、１日の食事提供数に関係なく１食でも提供させて 

頂きましたら、上記の食事代を徴収させて頂きます。 

また、第４段階は、提供させて頂いた食数に応じ、食事代を徴収させて頂きます。 

（４食合計 ２,４７４円） 
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５．加算（基本単位以外にかかる利用料） 

①  初期加算 

・新規入居者は、入居後３０日に限り、１日につき３０単位：自己負担額(１割負担３２円、２割負担６

４円、３割負担９５円)を頂きます。 

・入居者が３０日以上入院し、又は退院後再入居した場合、３０日に限り１日につき３０単位：自己負担

額(１割負担３２円、２割負担６４円、３割負担９５円)を頂きます。 

②  外泊時費用 

入居者が、入院又は自宅等に外泊した場合、１日につき２４６単位：自己負担額(１割負担２６０円、２ 

割負担５１９円、３割負担７７８円)を頂きます。但し、月毎に６日分を限度とします。 

（第４段階の方は居住費としてホテルコスト代より光熱水費を除く２,４２９円/日を頂きます。第１段 

階から第３段階の方は介護保険負担限度額認定証に記載されている居住費ユニット型の金額を頂きま 

す。） 

③ 精神科医療養指導加算 

精神科医が月に２回以上の定期的な療養指導や助言を行った場合に、1日につき５単位：自己負担額(

１割負担６円、２割負担１１円、３割負担１６円)を頂きます。（受診の有無に関わらず入居者全員が対

象となります。） 

④ 退所時等相談援助加算 

 ・退所前後訪問相談援助加算４６０単位：自己負担額(１割負担４８５円、２割負担９７０円、３割負担

１,４５５円)を頂きます。 

（入居期間が１月を超えると見込まれる入居者の入居中１回と退居後の１回限り） 

・退所時相談援助加算４００単位：自己負担額(１割負担４２２円、２割負担８４４円、３割負担１,２６

２円)を頂きます。（入居期間が１月を超える入居者が退居した場合に１回限り） 

・退所前連携加算５００単位：自己負担額(１割負担５２７円、２割負担１,０５４円、３割負担１,５８

１円)を頂きます。（入居期間が１月を超える入居者が退居した場合に１回限り） 

・退所時情報提供加算２５０単位：自己負担額(１割負担２６４円、２割負担５２８円、３割負担７９２

円)を頂きます。（入居者が医療機関へ退所・入院する際、本人の同意を得て、心身の状況や生活歴、

生活支援上の留意点などの情報を医療機関に提供した場合に１回につき） 

⑤ 看取り介護加算（Ⅰ） 

・医師が回復の見込みがないと診断した利用者に対し、施設基準や指針に基づき、多職種が連携して尊 

厳ある最期のケアを提供した場合に死亡日を含め最大４５日間算定できる介護報酬です。但し、退所 

した日の翌日から死亡日までの間は算定しない。 

・死亡日４５日前～３１日前については、１日につき７２単位自己負担額（１割負担７６円、２割負担

１５２円、３割負担２２８円）を頂きます。 

・死亡日３０日前～４日前以下については、１日につき１４４単位自己負担額(１割負担１５２円、２割 

負担３０４円、３割負担４５６円)を頂きます。 

・死亡日の前々日及び前日については、1日につき６８０単位：自己負担額(１割負担７１７円、２割負 

担１,４３４円、３割負担２,１５１円)を頂きます。 

・死亡日については、１日につき１,２８０単位：自己負担額(１割負担１,３５０円、２割負担２,６９

９円、３割負担４,０４８円)を頂きます。 

⑥ 夜勤職員配置加算（Ⅱ）イ 

 通常の夜勤基準に加え、1日平均で1人以上の夜勤職員を上乗せ配置している場合に、１日につき２７単 

位：自己負担額(１割負担２９円、２割負担５７円、３割負担８６円)を頂きます。 
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⑦ 看護体制加算（Ⅰ）イ 

常勤の看護師を１名以上配置し、定員超過や人員基準の欠如がない場合に、１日につき６単位：（自己

負担額１割負担７円、２割負担１３円、３割負担１９円）を頂きます。 

⑧ 口腔衛生管理加算（Ⅰ）  

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が計画を作成し、月２回以上の専門的な口腔ケアの実施と介護職 

員へ技術的助言・指導、および相談対応を行った場合、１月につき９０単位：自己負担額(１割負担９ 

５円、２割負担１９０円、３割負担２８５円)を頂きます。 

⑨ 介護職員等処遇改善加算Ⅱイ 

   介護職員の給料を上げて離職を防ぐため、国が介護報酬に上乗せして事業所にお金を支払う仕組みで 

す。キャリアパス要件、月額賃金改善要件、職場環境等要件等を満たし、生産性向上等に取り組みに 

対し、サービス種別と加算区分によって異なる加算率を算定します。所定単位数にサービス別加算率 

（159/1,000）を乗じた単位数で算定し、１月につき総単位数の１割を自己負担分として加算させて頂 

きます。 

      ※所定単位数は、基本サービス費に各種加算減算を加えた総単位数とし、当該加算は区分支給限度 

基準額の算定対象から除外します。 

⑩ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が５０％以上又は常勤職員の割合が７５％以上又は勤 

続７年以上の職員が３０％以上である場合に、１日につき６単位：自己負担額(１割負担７円、２割負 

担１３、３割負担１９円)を頂きます。 

⑪ 排せつ支援加算（Ⅰ） 

医師や看護師、介護職員が共同で排せつ支援計画を作成し、計画に基づいた支援および定期的な評価 

を行った場合、１月につき１０単位：自己負担額（１割負担１１円、２割負担２１円、３割負担３２ 

円）を頂きます。 

  ⑫ 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） 

入居者の褥瘡の発生と関連のあるリスクを評価し、その評価結果等の情報を厚生労働省に提出する。 

当該情報その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用する。褥瘡が発生するリス 

クがある入居者ごとに、医師、看護師、介護職員、管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が 

共同して、褥瘡ケア計画を作成し褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入居者の状態につ 

いて定期的に記録する。少なくとも三月に一回、入居者ごとに褥瘡ケア計画を見直している場合、 

１月につき３単位：自己負担額（１割負担４円、２割負担７円、３割負担１０円）を頂きます。 

  ⑬ 協力医療機関連携加算 

入所者の同意のもと、協力医療機関と定期的に情報共有会議を行い、緊急時の24時間相談・診療体制 

や入院受け入れ体制を実効的に構築している場合、１月につき５０単位：自己負担額（１割負担５３ 

円、２割負担１０８円、３割負担１５９円）を頂きます。 

  ⑭ 安全対策体制加算 

安全対策部門（委員会等）を設け、外部の安全対策に係る研修を修了した担当者を置き、事故防止の 

ための指針の整備や委員会、定期的な研修を行っており、新規入所者を受け入れた場合に、入居初日 

に限り２０単位：自己負担額（１割負担２１円、２割負担４２円、３割負担６３円）を頂きます。 

  ⑮ 生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 

     厚生労働省が定める基準に基づき、介護テクノロジーの活用、専門職間の役割分担の見直し、業務効 

率化の取り組み等を行い、安心・安全なケアの質の向上および職員の負担軽減の体制を整えている場 

合に、１月につき１０単位：自己負担額（１割負担１１円、２割負担２１円、３割負担３２円）を頂 

きます。 
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受取人名義      社会
しゃかい

福祉
ふ く し

法人
ほうじん

  仁正会
じんしょうかい

    理事長
り じ ち ょ う

  三
みつ

  木
ぎ

  重
しげ

  信
のぶ

 

山梨信用金庫   相模湖支店 

口座番号        普通預金    ０２２１２４９ 

 

 

６．支払い方法            

当月料金の合計額の請求書に明細を付して、翌月１５日迄に送付しますので、 

２５日迄に下記の口座に振り込んで下さい。 

尚、振込手数料は利用者様負担となりますので予めご了承下さい。口座振替 

の手続きをご希望の利用者様は、当苑事務員までお問い合わせ下さい。 

     銀行振込先 
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別紙４ 

施設長 医師 事務 相談員 ケアマネ リーダー 看護師 栄養士 

          

「身体的拘束」に関する記録 

「身体的拘束」発生日：令和  年  月  日 

カンファレンス開催日：令和  年  月  日 

記入者：         

利用者氏名 様  階   ―   番地 

原因となった利

用者の身体的・

精神的な状況ま

たは事態 

 

代替え案の検討

内容及び実施状

況 

 

拘束等の内容・

方法・場所 
 

実施開始時間 令和    年    月    日（   ）     時   分 

実施終了時間 令和    年    月    日（   ）     時   分 

実 施 者  立会人  
終了 
判断者 

 

責任者への連絡 日時： 
責任者 
氏 名 

 連絡者  

家族等への連絡 日時： 家族氏名  連絡者  

カンファレンス

参 加 者 
 

検討内容  

今後の方針  

施設長の判断  

 


